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1. 概要 

1-1. 研究開発および計画の概要 

 本プロジェクトで達成する目標は、以下の 3 つである。まず第１に、学校に通うすべての子ども

を対象に子どもの見えない貧困やストレスをスクリーニングによって把握できるようにすることで

ある。これは言い換えれば、子どもが抱える課題によって、子どもの社会的孤立・孤独・社会的排除

が生じる原因を積極的に捉えていくということでもある。第２に、学校現場へのスクリーニングの

浸透によって、学校組織を変化させる、すなわち教師が一人で子どもの課題を抱え込むことなく、

組織（チーム学校）で支援の方策を決定できるようにすることである。第３は、学校教職員が子ども

を支援する場としてそれぞれの地域にある資源（地域資源）を知り、活用できるようになることで

ある。 

 これら３つの目標を達成するため、効率的かつ漏れなく子どもをスクリーニングでき、効果的な

支援の方策を提示できる学校版 AIスクリーニングシステムを開発し、実用化につなげる。また同時

に、教育行政・教師・スクールソーシャルワーカー（SSW)・SSW のスーパーバイザー（SV)・地域資

源をつなぐネットワークの構築を行い、スクリーニングから支援までをバックアップする体制構築

を行う。 

 

1-2. 成果の概要 

・子どもが社会的孤立・孤独に至るメカニズムの解明 

 「家庭の様子」が「子どもが社会的孤立・孤独（要支援状態）」に至る出発点となっており、そこから

「子どもを取り巻く家庭環境」や「学校適応」「友人関係」「言葉遣い」等が連鎖的に悪化していくこ

とで孤立・孤独状態に至ることを明らかにした。 

 

・学齢版スクリーニングツール YOSS の開発 

 スクリーニングにおいてチーム会議へのピックアップの要不要判定および支援方策の提示を行う AIモ

ジュールを開発した。また、株式会社 EDUCOMが展開するこどもの成長支援ポータル「スクールライフ

ノート」内の「心の天気」とのシステム連携に成功し、スクリーニングの精度を高めることに成功し

た。さらに、子どもの運筆データが睡眠時間の推定に活用できる可能性を明らかにした。 

 

・AIスクリーニングシステムが機能する社会的仕組みの開発 

 YOSS を導入して終わりではなく、スクリーニングを効果的に実施することができる人材を養成し、ど

こでも正しくスクリーニングを行える体制を構築した。また、本プロジェクトの取り組みを含む「子

どもの孤立貧困関連の課題」解決のための取り組みが自立化していくよう、産官学を巻き込んだ「こ

ども未来創造プラットフォーム」を構築した。 
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2. 目的・目標の達成状況  

2-1. 研究開発スケジュール 

 

 

実施項目 

初年度 

(2021年 11月 

～2022年 3月) 

2 年度 

(2022年 4月 

～2023年 3月) 

3 年度 

(2023年 4月 

～2024年 3月) 

4 年度 

(2024年 4月 

～2025年 3月) 

最終年度 

(2025年 4月 

～2026年 3月) 

大項目 1：孤立・

孤独に至るプロ

セス・メカニズ

ムの理解 

 

  

 

   

大項目 2：学齢

版スクリーニ

ングツールの

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

大項目 3：子ど

もの社会的孤

立・孤独を予防

する AI スクリ

ーニングシス

テムが機能す

る社会的仕組

みの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト
評
価 

 

データ収集 
メカニズム分析① メカニズム分析② 

孤立・孤独に対するリスク要因間の関連分析（スクリーニング（SC)グループ） 

子どもの主観も含む項目からの支援の方向性を示唆するアルゴリズムのアップデート（AI グループ） 

項目の分析（SC グループ） 

教室内における子どもの行動データの取得と分析 

（センシンググループ） 

子どもの学習データの分析とスクリーニングシステムへの 

データ連携（SC グループ） 

コロナ禍の影響を踏まえた機械学習アルゴリズムの適応 

YOSS と心の天気とのシステム連携 データ取得・分析 

研究協力先検討 運筆データ取得・分析 

navima のデータ加工・分析 navima と YOSS の関連分析 

AI 機能の実装（AI グループ） 

機械学習・モデル更新 機械学習・モデル更新 機械学習・モデル更新 

スクリーニングに関わる評価を行う人材養成のモデル構築（評価キャパシティグループ） 

企業と協働で進めていく AI スクリーニング統合型効果的 SSW 事業プログラムの構築 

試行評価調査 
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2-2. 実施項目毎の成果 

 

・子どもの社会的孤立・孤独に至るプロセス・メカニズムの理解 

(1)孤立・孤独に対するリスク要因間の関連分析 

 子どもがどのようなリスクを経ていくことで孤立・孤独に至るのか、その全体像を明らかにする

ため、スクリーニングの結果、熟練 SSW により支援が必要と判断された子ども（孤立・孤独状況に

ある、もしくは今後至る可能性が高いと考えられる子ども）と支援不要と判断された子どもを解析

対象とし、スクリーニング項目を用いた共分散構造分析を行った。その結果、「家庭の様子（複雑な

家族関係）」を出発点として、「子どもを取り巻く家庭環境」や「学校適応」「友人関係」「言葉遣い」

等が連鎖的に悪化していくことで孤立・孤独状態に至ることが明らかとなった（下図）。 

ネットワーク構築 

スモールスタート期間  

 

本格研究開発期間 

ス
テ
ー
ジ
ゲ
ー
ト
評
価 

 

スクリーニング実施者養成モデル構築（SC グループ） 

養成講座準備 導入研修・マイスター講座・トレーナー講座実施 

導入アプローチとネットワーク構築・プロセスモデル設計（SC グループ） 

コンソーシアム検討 コンソーシアム・プラットフォーム設立 

障壁を乗り越えていくプロセスの明示化（情報セキュリティグループ） 

導入自治体への説明 個人情報に関する各種条例の収集・分析 
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 当初の想定を超える成果としては、ある意味ブラックボックスである AI判定に疑問を持つ現場の

教職員に対して、このメカニズム分析結果をもとに説明すると納得してもらえるようになった。 

 

・評価手法としての学齢版スクリーニングツールの開発 

(1)子どもの主観も含む項目からの支援の方向性を示唆するアルゴリズムのアップデート 

 プロジェクト開始当初に開発していた AIモジュールは、学習用データとして教師データ（学校でのス

クリーニング会議・チーム会議の結果出された判定）を用いていた。しかしながら、各自治体や学校で判

定の出し方に違いが存在し、判定の精度が低くなることが懸念された。そのため、学習用データとして、

熟練 SSW（都道府県の SSW・SV経験者、SSW としての業務経験 10年以上、児童福祉分野での業務経験 5年

以上、社会福祉士資格所持必須）がスクリーニング項目をもとに判定を出したデータ（熟練者データ）を

学習させた AI モジュールを作成した結果、支援を提案する AI モジュールの予測精度は以下の表のよう

になった。 

支援の方向性 予測精度（％） 

A（教職員の関与） 99.31 

B（地域資源の活用） 94.43 

C（専門機関の活用） 92.21 

 なお、主観データの導入は、すでに構築しているスクリーニング AI との整合性に問題があることや、

データがまだ十分に揃っていないことから当面は見送ることとした。 

 

(2)項目の分析 

 YOSS のスクリーニング項目は学校教職員が入力するため、スクリーニングの対象となる子ども自

身が入力する項目がない。そこで、子どもの気持ちを反映する指標として、株式会社 EDUCOMが展開

するこどもの成長支援ポータル「スクールライフノート」内の「心の天気」を YOSSと連携させ、「心

の天気」の集計データを YOSSに取り込めるようにした。 

 次に、心の天気データと YOSS の各スクリーニング項目および AI 判定結果との関連を分析しよう

としたが、分析に必要十分な心の天気データを収集できなかった。その原因として、データを集計

した小学校では心の天気を入力する時間を特別には設けておらず、入力が任意であったためである。

したがって当初計画した分析を進めるため、今後は児童に心の天気の入力を促す仕掛けを考えてい

く必要がある。 

 

(3)教室内における子どもの行動データの取得と分析 

 この研究テーマでは、当初、教室内にカメラなどのセンサを配置して、そこから得られるデータを用い

て、子どもの行動を把握して分析するという試みであった。他研究での実施例なども参考にしつつ、基礎

的なデータを取得するために、センサを配置させていただける研究パートナーを探したが、交渉の結果、

すべてのケースで肯定的な返答を得ることができなかった。これは、行動データを把握するため、という

限定的な用途であっても、現場教員にはセンサの配置に対して否定的な考えを持つ人が多いことを表す。 

 検討の結果、方針を 180 度変更して、既に学校に配置されている機器をセンサとして用いて、類似のこ

とができないか、という着想に至った。具体的には、小中学校で広く使われているタブレットを用いるこ
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とである。タブレットにはカメラ、タッチパネル、加速度センサなど様々なセンサが装備されている。こ

れらの可能性の中から、本研究では電子ペンを使用する際に得られる運筆データを選んだ。 

 実際の利用シーンでは、児童・生徒がタブレットを使って何かを書き入れるときに、電子ペンが使われ

る。例えば、作文やテストなどである。このような自然な学習行動に関する運筆データから、我々が欲す

るデータを取得できれば、追加で何かをさせずに、自然なセンシングが実現できる。ここでの運筆データ

とは、各時刻でペン先がタブレット座標系のどこに存在したのか、という時系列の位置情報である。 

 研究のポイントは、子どもの虐待などの問題の発見につなげるために、筆跡データからどのようなデ

ータを取得できればよいか、にある。本研究では、子どもの多くのトラブルが睡眠の問題（時間が短くな

る，睡眠の質が悪くなるなど）としても表れることに着目し、筆跡データから睡眠時間を推定するという

タスクに取り組んだ。 

 運筆データに限らず、人の運動の速度変化は対数正規分布モデルで記述できることが知られている。

そこで本研究では、運筆データを複数の対数正規分布モデルの和として記述することを試みた。このモ

デルは、sigma log-normal モデルと呼ばれるものである。記述後に得られる、log-normal モデルの数、

sigma log-normalモデルで再構成した運筆データと実際の運筆データの S/N比などである。 

 被験者 1 名を対象として、3 週間、起床後、昼食後、就寝前の 3 回、単純図形（直線）、ポジティブフ

レーズ、ネガティブフレーズ、好きなフレーズを書くという、4パターンの筆記を行った。その結果、ネ

ガティブフレーズを昼食後、就寝前に書いたデータから、総睡眠時間が 30分程度の誤差で推定できるこ

とが示された（図参照）。データ数が少ないために確定的なことは言えないが、推定できる可能性がある

という結果となった。 

 現在、被験者を増やして同様の推定が可能であるのかを検証する実験をおこなっているところである。 

図：実際の総睡眠時間と推定値の関係（左は昼食後、右は就寝前の計測である） 

 

(4)子どもの学習データの分析とスクリーニングシステムへのデータ連携 

 株式会社 TOPPANホールディングス（以下、TOPPANとする）と提携し、TOPPANが開発した学習支援シス

テム「navima」に蓄積された子どもの学習データと、スクリーニングシステムで収集されたデータの関連

を分析し、両システムの連携を目指した。具体的には、まず、2022 年度の全国の学習データの分析結果

をもとに、子どもたちの学習状況に関する懸念項目の閾値を設定した。また、並行して、本連携の協力自
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治体および学校を探し、アプローチを行った。本連携に快諾いただいたとある 1 校の 1 学期間の学習デ

ータとスクリーニングデータの関連を分析し、分析結果に関して協力校と意見交換を行った。分析結果

については、navimaでの正答率から算出した判定と、YOSSの判定の一致率は 67.1%（Fisher p = .000、

odds ratio = 4.01）であり、深夜に学習していた全ての児童が学力や家庭・学校生活などでも様々な問

題を抱えていた。 

 

・子どもの社会的孤立・孤独を予防する AIスクリーニングシステムが機能する社会的仕組みの開発 

(1)AI機能の実装 

 熟練 SSWが評価したデータからスクリーニング AIモデルを再構築し、プロトタイプモデルで事前検証

を行った結果、実際の使用に耐えられることが確認された。そこで、スクリーニング AIモデルを本番使

用用に構築し直した後、モデルパラメータをプラットフォームのメンテナンス業者であるパナソニック

コネクト社に提出し、現在稼働中である。 

 

(2)スクリーニングに関わる評価を行う人材養成のモデル構築 

 既存の SSW 事業プログラムに「SV ガイドライン」「入口支援機能（スクリーニング機能）」を追加した

「効果モデル」の有効性を検討した。その結果、実装ガイドラインの構築と協働型評価システムの導入、

協働型評価を継続できる組織文化の構築、教育委員会の実施・普及段階のアセスメントを導入し、全国に

標準装備する働きかけ（Social Implementation）が重要であることが分かった。 

 

(3)スクリーニング実施者養成モデル構築 

 開発した AIスクリーニングシステムを効果的に運用し、チーム学校を形成するための人材を育成する

ために、体系的な研修（YOSSⓇ導入研修）や講座（YOSSⓇマイスター養成講座、YOSSⓇトレーナー養成講

座）を構築した。これにより、本プロジェクトメンバーが学校で行われるスクリーニングに参加しなくて

も、効率的かつ効果的なスクリーニングが実施できるようになった。またチーム学校の形成を目的とし

た講座（学校コラボレーション講座）も開講した。 

 

(4)導入アプローチとネットワーク構築・プロセスモデル設計 

 試行してきた導入アプローチを再検討し新たな方法を実証した結果、プロセスモデルが完成した。孤

立・孤独の子どもたちを救う持続可能な社会に向けて、様々な立場の人や研究者、自治体、企業、国が参

加する「こども未来創造コンソーシアム」を令和 5年に立ち上げた。令和 6年には、ネットワークのオー

プン＆クローズ体制を明確にするため「プラットフォーム（旧コンソーシアム）」と、その傘下で会員が

深い議論を行う「分科会（旧ワーキンググループ）」に体制を改めた。令和 6年 12月に開催した「こども

未来創造プラットフォームキックオフシンポジウム」では、子どもに関するデータを取り巻く施策、こど

もの健診情報管理と利活用の事例、YOSS を導入している自治体からの報告等について共有した。また、

令和 7年 7月に開催した「こども未来社会創造プラットフォーム共創研究会」では、教育・福祉の現場が

「直面している問題、どのようなサポートが必要か？」を共有し、企業・研究者・NPOとともに「見える

化・つながる・動き出す」をキーワードに持続的な連携の可能性を探った。さらに、令和 8年 2月に開催

した「こどもの未来共創サミット 2026冬」では、「こどものためにつながる：学校と地域・企業」をテー
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マとし、こどもを社会全体で見守り、育てる社会を実現するために、学校と地域の関係性を確認し、学校

が地域にひらかれる意義を再考し、そして学校がひらかれるための新たなチャレンジ事例を参加者で共

有し、学校と市民社会や民間事業者が“産官学連携”するために活発な議論を行った。 

 

(5)障壁を乗り越えていくプロセスの明示 

本プロジェクトは、近畿圏の自治体約 100カ所を対象に、個人情報保護条例に関する調査を実施した。

本調査の目的は、各自治体が定める条例と、個人情報保護法との適用関係および、データ取り扱いにおけ

る変更点を分析することである。調査の結果、多くの自治体の条例において、教育委員会や学校が個人情

報保護の実施機関として明記されていることが明らかとなった。この場合、本プロジェクトがこれらの

実施機関からデータ提供を受けることは、個人情報保護法上の第三者提供に該当すると解釈される。 

 

個人情報保護法における第三者提供の原則と例外 

個人情報保護法では、本人の同意なく個人データを第三者へ提供することは、原則として禁止されてい

る。ただし、同法第 27条第 1項各号に定められる以下の例外規定に該当する場合、本人の同意は不要と

なる。 

・法令に基づく場合 

・人の生命、身体または財産の保護のために必要な場合 

・公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要な場合 

・国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対し

て協力する必要がある場合 

・学術研究目的で個人データを提供する場合 

 

本プロジェクトにおけるデータ提供に関しては、上記の例外規定のうち「公衆衛生の向上または児童の

健全な育成の推進のために特に必要な場合」の適用が検討される。しかし、学校現場には多種多様な状況

が存在するため、すべての事例にこの条項を適用することは困難であると考えられる。 

 

第三者提供の回避策 

個人情報保護法には、個人データの提供が第三者提供に該当しないケースが規定されている。これらの

規定を適用することで、法的課題を回避し、データの円滑な提供を実現できる可能性がある。 

・業務委託 

個人情報保護法第 27 条第 5項第 1号によれば、利用目的の達成に必要な範囲内で個人データの取り扱い

を外部に委託する場合、委託先は第三者に該当しないとみなされる。 

本プロジェクトが、自治体、教育委員会、学校等から委託された事業者として位置付けられることによ

り、データ提供が可能となる。 

・共同利用 

個人情報保護法では、共同利用する旨、利用者の範囲、利用目的などをあらかじめ本人に通知または公表

している場合、共同利用者へのデータ提供は第三者提供に該当しないと定められている。 

自治体、教育委員会、学校等と本プロジェクトが共同研究契約を締結し、共同利用の枠組みを構築するこ
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とで、データ提供を実現できる可能性がある。 

 

結論 

近畿圏の自治体における個人情報保護条例の調査、および個人情報保護法における第三者提供の規定

を考慮すると、本プロジェクトが教育委員会や学校から個人データの提供を受ける際には、法的な課題

が存在する。この課題を克服するためには、業務委託または共同研究契約を締結し、第三者提供に該当し

ない形式でプロジェクトを遂行することが有効な手段であると考えられる。 

 

 

2-3. プロジェクトのリサーチ・クエスチョンについて明らかになったこと 

 

Q1．子どもが社会的孤立・孤独に至るプロセス・メカニズムの解明 

 「複雑な家庭環境」が出発点となり、そこから「子どもを取り巻く家庭環境」や「学校適応」「友人関

係」「言葉遣い」等が連鎖的に悪化していくことで孤立・孤独状態に至ると考えられる。また、「諸費滞納」

「持ち物忘れ」「服装・身だしなみの乱れ」「遅刻・早退が多い」「学力が低い」ことは、上記の状態が連

鎖的に悪化していった結果生じてくると考えられる。 

 

Q2．評価手法としての学齢版スクリーニングツールの開発 

 教員が入力したスクリーニング項目により支援の要否および支援方策を提示する AIスクリーニングシ

ステムが、子どもの社会的孤立・孤独を防ぐための有効なツールの一つであることが本プロジェクトに

より証明された。また、子ども自身から取得した種々のデータを組み合わせることで、より精度が高い判

定を出すことができる可能性も示すことができた。 

 

Q3．子どもの社会的孤立・孤独を予防する AIスクリーニングシステムが機能する社会的仕組みの開発 

 AI スクリーニングシステムの自治体（学校）への導入について、スクリーニングデータは個人情報保

護の観点で第三者提供が困難であり、このことが導入の障壁となる可能性が考えられる。そこで実際に

各自治体の条例を調査・分析したところ、「各市町村から業務を請け負っている」という立ち位置で進め

ることにより、障壁を乗り越えられることが明らかとなった。次に、スクリーニングシステムが社会に受

け入れられ、かつ広がっていくためには、スクリーニングシステム自体の精度・機能強化と同時に、スク

リーニングに関わる人材の育成やスクリーニングが広まるための基盤づくりが重要であることが分かっ

た。そこで、YOSSⓇ活用研修や YOSSⓇマイスター講座等を開設して下地作りを行うとともに、こども未来

創造プラットフォームを作り、職種や専門領域を超えた多種多様なバックグラウンドを持った人々を繋

げるネットワークの構築を行った。 

 

2-4. プロジェクト間連携/若手人材育成/国際展開などの成果（任意） 

 

(1) プロジェクト間連携 

近藤 PJ との連携として、2 回実施している。1 回目は、近藤 PJ の上野恵子氏に「地域社会とともに、
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子どもたちを支援していくには」というテーマで対話型の研修会を実施した（2024 年 6 月 20 日）。2 回

目は、近藤 PJ内で行われた「どこでもドア PJ全体会議」において、研究代表者と PJメンバーが本 PJで

開発中の YOSSについて講演を行い、質疑応答を通じて活発な議論を行った。 

山崎 PJ との連携では、日本学校ソーシャルワーク学会の第 19 回大会「気づかない子どもの声、私た

ちにできること」において、山崎修道先生に「学校風土へのアプローチ」として研究発表をしていただき、

活発な議論を行った（2025年 8月 23 日）。 

太刀川 PJとの連携では、山崎 PJ と同じく日本学校ソーシャルワーク学会第 19回大会において、 

孤立と自殺予防の教育的アプローチ」として研究発表をしていただき、活発な議論を行った（2025 年

8月 23日）。また、太刀川 PJ企画のシンポジウム「『個立』社会の実現に向けて～社会的孤立と孤独につ

いて考える～」において、「子どもの孤立・孤独予防手段としての学校スクリーニング」というタイトル

で研究代表者が発表を行った（2025 年 11 月 8日）。 

 

(2) 若手人材育成 

 プロジェクトでは様々なバックグラウンドを持つ多くの若手研究員を登用し、大学院生や学部生にも

参加を募り、プロジェクト内ミーティングへの参加や研究発表を通じて若手人材の育成を行った。 

 

(3) 国際展開 

 

 

3. 今後の計画および展望 

 本プロジェクトの成果により、学校現場へ AIスクリーニングシステムを導入することで、支援が必要

な子どもを漏れなくピックアップし、支援につなげることが可能になることが明らかになった。しかし

その一方で、学校に新たなシステムを導入することによる経済的負担および項目入力による教職員の負

担が多少なりとも増えてしまうということも確認できた。そこでこれらの課題を解決するため、令和 7年

10月より JST-RISTEX「SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム（ソリューション創出フェーズ）」

のプロジェクト「誰一人取り残さないこども未来社会の実現－校務支援システム連携による学校版スク

リーニングシステムの点か－」として、校務支援システムとの連携による経済的負担の減少および入力

による負担の軽減を目指す。また、YOSS の校務支援システム組込みによる普及拡大に取り組み、YOSSの

運用および YOSSマイスター等の人材養成を担うために設立した一般社団法人を軸として、YOSSの恒久的

な運用を目指す。 

 社会的孤立・孤独を生まない社会的仕組み（一次予防）については、YOSS を広く普及させていくこと

で、支援が必要になる可能性が高い子どもに対して予防的に支援を実施することが可能になり、社会的

孤立・孤独を生まない社会的仕組みの構築ができると考えられる。また、AI 機能をさらに強化し、子ど

もが社会的孤立・孤独に至る前の些細な予兆を捉えることができるように、AI 機能を強化していくこと

と、子どもたちに対して「どんなに些細なことであっても SOSを発信して良いんだよ」という教育を行っ

ていくことで、ゼロ次予防も達成できると考えられる。 

 

4. 計画・実施体制等の妥当性 
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4-1. 研究開発実施体制・効率性等 

 AI スクリーニングシステムの開発に関しては情報工学分野の専門家と協働し、実際の運用に関し

ては実績ある企業（パナソニックコネクト株式会社）と協働した。こういった実施者や関与者と、実

際にスクリーニングシステムを利用する自治体の関係者や教職員とを研究代表者を中心として結び

付け、必要に応じてミーティングを実施した。またそれぞれに当事者意識を持ってもらうため、企

業主導で成果発表の場を作り、自治体・学校関係者に発表してもらうなどの工夫をこらした。さら

に、ネットワークを広げ、多様なバックグランドを持った人や企業が参加し、「こども未来創造」に

ついて議論を深め、取り組んでいくために「こども未来創造プラットフォーム」を立ち上げた。 

 

4-2. プロジェクトの運営・活動 

 プロジェクトに関わるメンバーを社会福祉の専門家に限らず、情報工学・経済学・教育社会学・生

命科学等、様々な専門分野の人および企業に参加してもらうことで、課題点や克服すべき困難な状

況があった場合でも様々な角度から意見を出し合うことで適切に対応することができた。 

 研究側と施策現場側双方のニーズや課題の相互理解については、両者で適宜打ち合わせを行って

意見交換を行うとともに、学校でのスクリーニング時にプロジェクトメンバーが訪問することで現

場での課題等を把握し、速やかに対応することで相互理解に繋げた。 

 プロジェクトを推進するに当たって、子どもは特に自分自身が社会的孤立・孤独な状況にあると

認識ができないことが多く、認識していても SOS を発信できない場合が多い。そのため、過去の膨

大なスクリーニングデータを AIに学習させることで、潜在的なものも含めて社会的孤立・孤独状態

の子どもピックアップできるようにした。また、スクリーニングデータを分析することで、社会的

孤立・孤独に至るプロセス・メカニズムも明らかにした。 
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2. 研究開発実施体制 

 

2-1. 研究開発実施者 

(1)  スクリーニンググループ（リーダー氏名：山野則子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

山野 則子 
ヤマノ ノリ

コ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
教授 

伊藤 莉央 イトウ リオ 大阪公立大学 
現代システム科

学研究科 
研究員 

木下 昌美 
キノシタ マ

サミ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
CD 

栁 淳也 
ヤナギ ジュ

ンヤ 
大阪府立大学 

人間社会システ

ム科学研究科 
CD 

宋 昇勲 
ソン スンフ

ン 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
研究員 

鈴木 あい スズキ アイ 大阪公立大学 
現代システム科

学研究科 
研究員 

永田 麻衣 ナガタ マイ 大阪公立大学 
現代システム科

学研究科 
研究員 

厨子 健一 
ズシ ケンイ

チ 
愛知教育大学 教育学部 准教授 

渡辺 健太郎 
ワタナベ ケ

ンタロウ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
特任助教 

田中 佑典 
タナカ ユウ

スケ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
大学院生 

石田 まり イシダ マリ 大阪公立大学 
現代システム科

学研究科 
大学院生 

神谷 直子 
カミヤ ナオ

コ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
CD 

村上 佐和子 
ムラカミ サ

ワコ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
CD 

榎本 久美子 
エノモト ク

ミコ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
研究員 

駒田 安紀 コマダ アキ 大阪公立大学 
現代システム科

学研究科 
特任講師 
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松浦 孝範 
マツウラ タ

カノリ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
研究員 

黄 健育 
コウ ケンイ

ク 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
研究員 

佐伯 厘咲 サイキ リサ 大阪公立大学 
現代システム科

学研究科 
研究員 

橋本 麿和 
ハシモト マ

ロワ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
特任講師 

松本 さなえ 
マツモト サ

ナエ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
研究補佐 

藤原 紀子 
フジワラ ノ

リコ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
非常勤職員 

吉原 彩華 
ヨシハラ ア

ヤカ 
大阪公立大学 

現代システム科

学研究科 
非常勤職員 

 

(2)  AI グループ（リーダー氏名：中島智晴） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

中島 智晴 
ナカシマ ト

モハル 
大阪公立大学 情報学研究科 教授 

福島 卓弥 
フクシマ タ

クヤ 
大阪公立大学 情報学研究科 大学院生 

藤川 拓海 
フジカワ タ

クミ 
大阪公立大学 情報学研究科 学生 

味本 健祐 
アジモト ケ

ンスケ 
大阪公立大学 情報学研究科 学生 

衛藤 伶音 
エトウ レオ

ト 
大阪公立大学 情報学研究科 学生 

高田 悠生 
タカダ ユウ

キ 
大阪公立大学 情報学研究科 学生 

アロラリシット 
アロラリシッ

ト 
大阪公立大学 情報学研究科 学生 

竹内 悠樹 
タケウチ ユ

ウキ 
大阪公立大学 情報学研究科 学生 

神澤 雅子 
カンザワ マ

サコ 
大阪公立大学 情報学研究科 非常勤職員 
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(3) 情報セキュリティグループ 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

宮本 貴朗 
ミヤモト タ

カオ 
大阪公立大学 情報学研究科 教授 

 

(4) センシンググループ 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

黄瀬 浩一 
キセ コウイ

チ 
大阪公立大学 情報学研究科 教授 

 

(5) 評価キャパシティグループ 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

大島 巌 
オオシマ イ

ワオ 
東北福祉大学 総合福祉学部 教授 

新藤 健太 
シンドウ ケ

ンタ 
群馬医療福祉大学 社会福祉学部 講師 

仁科 雄介 
ニシナ ユウ

スケ 
文京学院大学 人間学部 教員 

藤本 優 
フジモト ユ

ウ 
大妻女子大学 人間関係学部 助教 

大山 早紀子 
オオヤマ サ

キコ 
川崎医療福祉大学 医療福祉学部 講師 

 

 

2-2. 研究開発の協力者・関与者 

氏 名 フリガナ 所 属 
役 職 

（身分） 
協力内容 

末冨 芳 スエトミ カオ

リ 

日本大学 教授 教育行政学から導入に関する助言 

都筑 千景 ツヅキ チカゲ 大阪公立大学 教授 既存の乳幼児健診スクリーニング

に関する助言 

服部 俊子 ハットリ トシ

コ 

大阪公立大学 教授 個人情報保護など法的な助言、マニ

ュアル作り 

湯浅 誠 ユアサ マコト NPO 法人むす 代表 居場所や地域現場との連携調整 
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びえ 

浜田 真樹 ハマダ マキ 浜田・木村法律

事務所 

弁護士 実践現場による法的な助言 

 

3. 研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

3-1. シンポジウム等 

 

年月日 名称 主催者 場所 参加人数 概要 

2021/1

2/26 

効果的なSSWのあり方

研究会－スクリーニ

ング実施と評価を活

用したSSW事業プログ

ラムのさらなる発展

－ 

研 究 代

表者 

オ ン ラ

イン 

120名 どのようにすれば SSW を適

切に活用できるのか、SSWの

成果を示すとともに、どう

評価し、どのような力量が

必要なのか検討した。 

2022/9

/25 

スクリーニングシス

テム(YOSS)を統合し

たスクールソーシャ

ルワーク事業プログ

ラムに関する協働型

評価プロジェクト説

明会 

研 究 代

表者 

オ ン ラ

イン 

40名 YOSS とスクールソーシャル

ワーク事業プログラムの協

働型評価プロジェクトにお

ける無料試行実施への参加

を希望する自治体向けに説

明会を実施した。 

2022/9

/25 

学校版スクリーニン

グシステム YOSS 活用

事例報告会－「チーム

学校」を実現するため

に－ 

研 究 代

表者 

オ ン ラ

イン 

140名 研究代表者による講演、こ

ども家庭庁準備室からの報

告のほか、YOSS 導入自治体

である沖縄県糸満市と岡山

県奈義町からスクリーニン

グの取り組みについて報告

を行った。 

2023/1

0/8 

子どもを救う「チーム

学校」形成へ 

大 阪 公

立大学・

山 野 研

究室 

I-site

なんば 

約 200名 YOSS 活用報告会をパナソニ

ックコネクト株式会社と共

同で開催。 

2024/2

/26 

こども未来創造コン

ソーシアム設立総会 

大 阪 公

立大学 

I-saite

なんば 

約 300名 子どものためのより良い未

来の創造に向けた、産学官

によるコンソーシアムの設

立総会 
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2024/1

2/20 

こども未来創造プラ

ットフォーム キック

オフシンポジウム 

こ ど も

未 来 創

造 プ ラ

ッ ト フ

ォーム 

I-site

なんば 

111名 子どものためのより良い未

来の創造に向けた、産学官

によるプラットフォームの

キックオフシンポジウム 

2025/7

/28 

こども未来創造プラ

ットフォーム 共創研

究会 

こ ど も

未 来 創

造 プ ラ

ッ ト フ

ォーム 

大 阪 公

立 大 学 

中 百 舌

鳥 キ ャ

ンパス 

約 50人 教育・福祉の現場が「直面し

ている問題、どのようなサ

ポートが必要か？」を共有

し、企業・研究者・NPOとと

もに持続的な連携の可能性

を探った 

2026/2

/17 

こども未来創造プラ

ットフォーム こど

もの未来共創サミッ

ト 2026 冬 

こ ど も

未 来 創

造 プ ラ

ッ ト フ

ォーム 

I-site

なんば 

約 80人 学校がひらかれるための新

たなチャレンジ事例を共有

し、学校・市民社会・民間事

業者が産官学連携するため

の議論を行った。 

2026/2

/17 

孤立・孤独の予防 成

果報告会 

大 阪 公

立大学・

山 野 研

究室 

I-site

なんば 

約 60人 本プロジェクトの成果報告

会。YOSS を活用した早期発

見の仕組みや、行政・福祉・

民間企業が連携した支援の

実践と成果について報告し

た。 

 

3-2. 社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

 

(1) 書籍、フリーペーパー、DVD 

・校内チーム会議ロールプレイ VTR、大阪公立大学山野則子研究室、2022年 9月 

・「つなぎびと」、大阪公立大学スクールソーシャルワーク評価支援研究所、毎年発行 

・学校版スクリーニング YOSS実践ガイド、三枝まり・木下昌美、山野則子監修、明石書店、2024年 4月 

・予防こども家庭福祉学への招待、編者山野則子、明石書店、2026年刊行予定 

 

(2) ウェブメディアの開設・運営 

・YOSS|こども未来社会研究所、https://sites.google.com/view/kodomomiraishakai、2025年 7月 

 

(3) 学会（3-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

・大阪府立大学教育福祉研究センター公開講座、コロナ禍における子ども、家庭、学校－2020 年度の調

査結果から得た知見をどう活かすか、2021年 11月 29日、オンライン開催 

・大阪市立大学大学院都市経営研究科公開シンポジウム、子ども・若者支援と重層的支援体制のあり方、
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2021年 11月 29 日、オンライン開催 

・認定 NPO法人児童虐待防止全国ネットワーク第 31回シンポジウム「コロナ禍における子ども虐待の状

況と対応」、コロナ禍における子どもの家庭の実態～対応を考える～、2022年 2月 27日、オンライン開

催 

・聖隷クリストファー大学大学院社会福祉学研究科講演会、子どもの権利の視点から考えるヤングケア

ラー問題と支援の仕組みづくり、2022年 10月 29日、オンライン開催 

・厚生労働省委託事業「地域の人材による子育て支援活動強化研修」地域子育て支援拠点研修＜大阪開催

＞、子どもと家庭の現状を踏まえた地域子育て支援拠点の役割と期待～コロナ禍における子どもへの影

響を踏まえて～、2022年 11月 6日、CIVI北梅田研修センター 

・令和 5年度主任児童委員研修会（徳島県民生委員児童委員協議会）、子どもや学校をめぐる現状と課題、

2023年 10月 13 日、徳島県 

・NPO法人子育てひろば全国連絡協議会、子どもと家庭の現状を踏まえた地域子育て支援拠点の役割と期

待、2023年 10月 14 日、徳島県 

・令和 5年度堺市地域福祉フォーラム、「孤立・孤独対策の重点計画に関する有識者会議」の会議メンバ

ーの立場からの報告、2023年 10 月 19 日、大阪府 

・日本学術会議・公開シンポジウム「価値とイノベーションの創発による福祉システムの構築」、総合知

による子ども未来創造・価値とイノベーション創発の実践的課題、2025年 1月 11日、オンライン開催 

・2025 年度共創研究グループ結成支援事業中間報告会、子どもを中心とした課題リスク発見・支援資源

拡充の統合エコシステム構築、2025 年 9月 25日、大阪府 

・筑波大学「個立」社会の実現に向けて～社会的孤立と孤独について考える～、子どもの孤立・孤独予防

手段としての学校スクリーニング、2025 年 11月 8日、茨城県 

 

3-3. 論文発表 

 

(1) 査読付き（4件） 

●国内誌（4件） 

・山野則子・石田まり、困難を抱える家庭への影響、小児内科、54巻 1号（1月増大号）、2022年 

・山野則子、コロナ禍における子ども家庭をめぐる生活実態とソーシャルワーク、ソーシャルワーク研

究、47 巻 4号、2022 年 

・林萍萍、山野則子、コロナ禍における子どもの抑うつの関連要因に関する検討、子ども家庭福祉学（23）

48-61、2023 年 

・林萍萍、山野則子、コロナ禍における中学生の長期欠席の関連要因に関する検討-生活習慣、家庭環境、

心の健康を中心に-、青少年教育研究センター紀要（13）23-32、2025 

 

●国際誌（  0件） 

 

(2) 査読なし（6件） 

・山野則子、子どものストレスと求められる支援、最新教育動向 2022、2021年 
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・山野則子、子どもたちの未来を拓くスクリーニング研究、大阪市立大学同窓会報、23巻、2021年 

・山野則子、子どもの貧困と学校教育～コロナとデジタル化からの動き～時報市町村教委、296巻、2022

年 

・山野則子、人権口コミ講座 23：コロナ禍における子どもへの影響と支援方策、京都人権推進会議、2022

年 

・山野則子、「子どもの貧困」園でできることって？、月刊保育とカリキュラム 5月号 

・山野則子、駒田安紀、橋本麿和、佐伯厘咲、黄健育、児童生徒におけるスクリーニングを活用した課題

予防の可能性、社会問題研究（74）43-53、2025 

 

3-4. 口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

 

(1) 招待講演（国内会議 2件、国際会議  0件） 

・山野則子（大阪府立大学）、テクノロジー×福祉が描く未来社会 vol.2～子どもを中心としたデータ利

活用を目指して～、オープンサイエンスに基づく発達障害支援の臨床の知の体系化を通じた科学技術イ

ノベーション政策のための提言」第三回シンポジウム、オンライン開催、2021年 2月 5日 

・山野則子（大阪公立大学）、コロナ禍により顕在化した社会福祉の諸問題を地域はどう受け止めるか、

日本地域福祉学会第 36回大会、オンライン開催、2022年 6月 11日 

 

(2) 口頭発表（国内会議 13件、国際会議  0件） 

・山野則子（大阪府立大学）、新型コロナウイルス感染症の機関調査から見える子どもたちへの影響と支

援方策、日本公衆衛生学会総会、東京大学伊藤国際学術研究センター、2021年 12月 23日 

・村井亨、青木茂樹、宮本貴朗（大阪府立大学）、Doc2Vec を用いた組織内ネットワークに対するサイバ

ー攻撃の検知、電子情報通信学会総合大会、オンライン開催、2022年 3月 15～18日 

・中島智晴（大阪公立大学）、スクリーニングデータを用いた学校チーム会議判定システム、計測自動制

御学会 システム・情報部門 学術講演会、近畿大学、2022年 11月 25～27日 

・Noriko Yamano, Ai Suzuki, The Impact of the COVID-19 Pandemic Child Health: A Case Study in 

Japan, 4th International Conference on Public Health and Well-being, online, 18th and 19th 

November 2022 

・山野則子、中島智晴、鈴木あい、渡辺健太郎、伊藤莉央、木下昌美、橋本麿和、林萍萍、黄健育、藤川

拓海（大阪公立大学）、チーム学校を形成する AI スクリーニング（発見から支援まで）、日本子ども虐

待防止学会第 28 回学術集会ふくおか大会、福岡国際会議場、2022年 12月 10日 

・山野則子、木下昌美、永田麻衣（大阪公立大学）、導入の仕組みと教員調査の結果、日本子ども虐待防

止学会第 29回学術集会、滋賀県、2023年 11月 26日 

・橋本麿和、佐伯厘咲、山野則子（大阪公立大学）、スクリーニングから見えてきたこと、日本子ども虐

待防止学会第 29 回学術集会、滋賀県、2023年 11月 26日 

・中島智晴、藤川拓海（大阪公立大学）、AIによるスクリーニングの支援、日本子ども虐待防止学会第 29

回学術集会、滋賀県、2023年 11 月 26 日 

・佐伯厘咲、山野則子、橋本麿和（大阪公立大学）、経済的困難さを抱える子どもたちが示す兆候－自治
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体 Xのパネルデータを用いた分析－、日本子ども家庭福祉学会第 25回全国大会、東京、2024年 6月 29-

30日 

・山野則子（大阪公立大学）、研究の実践と往還をどのように進めるのか、日本学校ソーシャルワーク学

会第 18回全国大会、埼玉県、2024年 8月 24-25日 

・橋本麿和、山野則子（大阪公立大学）、子どもが社会的孤立・孤独に至るメカニズムの解明、日本学校

ソーシャルワーク学会第 18回全国大会、埼玉県、2024年 8月 24-25日 

・山野則子（大阪公立大学）、スクリーニングと公衆衛生のブリッジング、第 83 回日本公衆衛生学会総

会、札幌、2024 年 10 月 29-31日 

・山野則子（大阪公立大学）、誰一人取り残さない子ども家庭福祉への挑戦、日本子ども家庭福祉学会第

26回全国大会、大阪府、2025年 6月 7-8 日 

 

 

(3) ポスター発表（国内会議 2件、国際会議  0件） 

・Yukari Ito, Noriko Yamano, Impact of COVID-19 on Employment and Family Life of the Child-

Raising Generations, The 18th East Asian Social Policy Conference, online, 25th June 2022 

・林萍萍、山野則子、コロナ禍における子どもの抑うつの関連要因に関する検討、日本心理学会第 86回

大会、日本大学文理学部、2022年 9月 8日 

 

3-5. 新聞／TV報道・投稿、受賞等 

 

(1) 新聞報道・投稿（12件） 

・産経新聞、2021年 12月 14日、子どもの支援を AIで可視化 神戸でスタート 

・朝日新聞、2022年 1月 19 日、休校次々 感染者ゼロでも急拡大警戒 保護者困惑も 受験控え対策苦慮」 

・NHK あさイチ、2022年 2月 8日、突然消える子どもたち～コロナ禍の家庭で何が～ 

・読売新聞、2022年 11月 28日、［安心の設計］子どもデータ集約「要支援」見つける 

・マイナビニュース、2022年 11 月 28 日、大阪公立大学×パナソニック 子どもの潜在的な SOSを早期発

見するクラウドサービス 

・産経新聞、2022年 11月 28日、子供の SOSを AIで可視化 大阪公立大とパナソニックが協業 

・ICT 教育ニュース、2022 年 11 月 28 日、パナソニック、子どもの SOS を早期にキャッチし適切な支援

につなげる「YOSSクラウドサービス」を 12月 1日から提供開始 

・EdTechZine、2022 年 11 月 29 日、すべての子どもたちの潜在的な SOS を早期にキャッチし適切な支援

につなげる「YOSSクラウドサービス」を 12月 1日から提供開始 

・教育家庭新聞、2022 年 11 月 30 日、すべての子どもたちの潜在的な SOS を早期にキャッチし適切な支

援につなげる「YOSS クラウドサービス」を 12月 1日から提供開始 

・YAHOO ニュース、2023年 6月、ヤングケアラーが注目され…不登校・貧困・孤立に寄り添う「子どもの

居場所」 

・教育家庭新聞、2024年 4月 15 日、“子どもの SOS”早期発見 

・朝日新聞、2025年 4月 14日、子どもの SOS、AIで兆候把握 
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(2) 受賞（1件） 

・2023 グッドデザイン賞（YOSSⓇクラウドサービス） 

・ 

(3) その他（  0件） 

・ 

 

3-6. 知財出願【出願件数のみ公開】 

 (1) 国内出願（1件） 

・子ども支援システム・方法・およびプログラム、山野則子・中島智晴、公立大学法人大阪、2022年 3月

28日、2021F135 

(2) 海外出願（  0件） 
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4. ロジックモデル 
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